
土地売買契約書（案） 

 

売主・明石市（以下「甲」という。）と買主・〇〇〇〇（以下「乙」という。）は、土地の売

買に関し、次のとおり契約を締結する。 

 この契約（以下「当該契約」という。）は仮契約であり、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第８号の規定による明石市議会の議決をもって、本契約として成立（以

下「本契約成立」という。）するものとする。ただし、２０１９年（平成３１年）３月３１日

までに明石市議会の議決を得られなかった場合には、当該契約は効力を失うものとし、当該契

約が効力を失ったことに関して、甲は一切の責任を負わないものとする。 

 

（売買物件） 

第１条 甲は、その所有する別添１記載の土地及び構築物（以下「本件土地」という。）を乙

に売り渡し、乙は、これを買い受ける。 

２ 本件土地の売買面積は別添１記載の登記簿面積とし、後日測量の結果により実

測面積との差異が生じても売買代金等契約内容の変更はしないものとする。 

 

（売買代金） 

第２条 本件土地の売買代金（以下「売買代金」という。）は、金〇，〇〇〇，〇

〇〇，〇〇〇円（内訳は各号のとおり）とする。 

(１) 土地代金 〇，〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇円 

 (２) 構築物代金               ０円 

２ 乙は、売買代金から「ＪＴ跡地に係る基本協定及び土地売買仮契約を締結する

までの基本的事項に関する覚書」第５条第１項に定める契約保証金〇〇〇，〇〇

〇，〇〇〇円（以下「契約保証金」という。）を差し引いた金〇，〇〇〇，〇〇〇，

〇〇〇円（以下「売買代金の残額」という。）を、本契約成立日から３０日以内に、

甲の発行する納入通知書により甲の指定する金融機関に納入しなければならな

い。なお、振込手数料は、乙の負担とする。 

３ 甲は、乙が前項に定める義務を履行したときは、契約保証金を売買代金に充当する。 

 

（所有権の移転） 

第３条 本件土地の所有権は、売買代金が支払われた時に、甲から乙に移転する。 

 

（所有権移転登記） 

第４条 甲は、前条の規定により本件土地の所有権が乙に移転した後、当該所有権移転の日付

で甲から乙への所有権移転登記を申請するものとし、乙はこれに必要となる書類等をあらか

じめ甲に提出する。 

 

 



（土地の引渡し） 

第５条 甲は、第３条の規定により本件土地の所有権が乙に移転した後、乙の立ち

会いのもとに同土地を現状有姿にて乙に引き渡し、乙は同土地の受領証を甲に提

出する。 

 

（危険負担等） 

第６条 乙は、本件土地について次の各号に掲げる事実が認められたときは、甲に対し売買代

金の減額若しくは免除又は損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。 

 (１) 当該契約締結の日から前条の引渡しの日までに、甲の責めに帰することができない事

由によって滅失又は損傷したとき。 

 (２) 当該契約締結後に隠れた瑕疵が発見されたとき。 

 (３) 乙が行う事業の実施により土壌汚染対策の必要が生じたとき。 

 

（土地利用の条件） 

第７条 乙は、本件土地を利用するにあたり、関係法令等を遵守しなければならない。 

２ 乙は、本件土地の開発に際し開発許可が必要な開発行為については、都市計画法（昭和４

３年法律第１００号）第２９条の許可を得たうえで実施しなければならない。 

３ 乙は、本契約成立の日から１０年間、甲の承認を得ずに、本件土地の所有権を第三者に移

転し、又は同土地に権利を設定してはならない。 

 

（契約の解除） 

第８条 甲は、乙が当該契約に定める義務を履行しないときは、同契約を解除することができ

る。 

２ 前項の規定により甲が当該契約を解除したときは、甲は、乙に対し売買代金の残額を返還

する。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

３ 前項の場合、乙は、本件土地について支出した必要費、有益費その他一切の費用を甲に対

し請求することができない。 

４ 第１項の解除により乙又は第三者に損害が生じたとしても、乙は、甲に対しいかなる損害

の賠償も請求することができない。 

 

（買戻特約及び登記） 

第９条 甲は、乙が次の各号のいずれかの義務に違反したときは、本件土地の買戻しをするこ

とができる。 

 (１) ２０１８年（平成３０年）○月○日付基本協定書に定める義務 

 (２) 第７条第３項に定める義務 

２ 前項の買戻しの期間は、本契約成立の日から１０年間とする。 

３ 第１項の買戻しにあたり、乙が負担した契約費用の返還は要しない。 

４ 甲は、第４条に定める所有権移転登記の申請と同時に、買戻特約登記を申請する。 



５ 乙が甲の承認を得て本件土地を分筆したときは、甲は、分筆後の面積に応じて按分した額

を分筆後の各土地の売買代金（以下「分筆後代金」という。）とする買戻権変更登記を申請

する。 

６ 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、乙又は乙から本件土地を譲り受けた第三者

の請求により買戻権抹消登記を申請する。 

 (１) 第２項の買戻期間が満了したとき。 

 (２) 乙が実施計画書に基づく事業に係る建築行為に着手し、又は開発行為を完了したとき。 

 (３) その他甲が必要と認めるとき。 

７ 乙は、前３項に定める登記の申請に必要な書類等をあらかじめ甲に提出する。 

 

（買戻し） 

第１０条 甲は、前条に定める買戻しをしたときは、乙に対し売買代金（前条第５項により分

筆したときは分筆後代金）を返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 第８条第３項及び第４項の規定は、買戻しについて準用する。 

 

（原状回復義務） 

第１１条 甲が第８条の規定により当該契約を解除したとき、又は前条の規定により買戻しを

したときは、乙は、甲の指示により本件土地を原状に復して甲に対し返還しなければならな

い。 

２ 乙は、前項の規定により本件土地を返還するときは、甲の指定する期日までに本件土地の

所有権移転登記の申請に必要な書類等を甲に提出する。 

３ 第１項の場合において本件土地が滅失又は損傷しているときは、乙は、甲に対しその損害

に相当する金額を支払わなければならない。 

 

（違約金） 

第１２条 乙は、次の各号に掲げる場合、それぞれ当該各号に掲げる違約金（以下「違約金」

という。）を、甲の指定する期間内に甲に対し支払わなければならない。 

 (１) 乙が第９条第１項各号に掲げる義務に違反した場合において、甲が同条に定める買戻

しをしないとき。 売買代金の３割に相当する金額 

 (２) 前号の場合において、甲が第９条に定める買戻しをしたとき。 売買代金の１割に相

当する金額 

 

（損害賠償） 

第１３条 乙は、当該契約に定める義務を履行しないことによって甲に生じた損害を賠償しな

ければならない。 

２ 契約保証金及び違約金は、損害賠償額の予定ではない。 

 

 



（相殺） 

第１４条 甲は、甲が当該契約に基づき乙に対し負担する金銭債務について、乙が同契約に基

づき甲に対し負担する金銭債務と対当額について相殺することができる。 

 

（契約費用） 

第１５条 当該契約の締結及び履行に係る費用は、すべて乙の負担とする。 

 

（遅延損害金） 

第１６条 乙は、売買代金を第２条第２項に定める期限までに支払わないときは、支払期限の

翌日から支払日までの日数に応じ年５分の割合による遅延損害金を甲に支払う。 

２ 前項に定める遅延損害金の日割り計算については、１年を３６５日として計算する。 

 

（端数処理） 

第１７条 本契約に基づき算定した金額に１円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てる。 

 

（管轄裁判所） 

第１８条 当該契約に関する専属管轄裁判所は、甲の所在地を管轄する裁判所とする。 

 

（協議事項） 

第１９条 当該契約に定める事項に疑義が生じたとき又は当該契約に定めのない事項につい

ては、信義誠実の原則に従い、甲乙協議の上これを定めるものとする。 

 

当該契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自その１

通を保有する。 

 

2018 年(平成 30 年) 月 日 

 

甲 住所 明石市中崎１丁目５番１号 

                       氏名 明石市 

                          明石市長 泉 房穂 

 

乙 住所  

                       氏名 

  



別添１ 

 

［土地] 

所在 地番 地目 登記簿面積（㎡） 

明石市大久保町 

ゆりのき通２丁目 
  番 宅地   

 

［構築物] 

品名 構造 数量 備考 

塀等構築物  一式  

 


